2024年人事院勧告

（1） 賃金関係
1 官民格差11,183円（2.76％）にもとづく月例給の引き上げ。
＊初任給・若年層の水準を大幅引き上げ。
2 初任給の引き上げ
　大卒総合職　29,300円
　大卒一般職　23,800円
　高卒一般職　21,400円
3 ボーナス
　4.50月→4.60月（期末手当、勤勉手当をともに0.05月分引き上げ）

（2）　その他
　　①　地域手当
　　　　　都道府県単位とし、級地を5段階に削減。
　　②　通勤手当
　　　　　支給限度額を月15万に引き上げ、特急料金も全額支給。
3 扶養手当
　配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当を増額。
4 その他の手当
　再任用職員の手当拡大（住居手当、特地勤務手当、寒冷地手当等）　　　

　　　　　　　　　　＊詳細は「令和6年人事院勧告」で検索してください。
　　　　
